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第２章　家計負担の現状と教育投資の水準

○　我が国は，就学前教育段階の在学率が高い一方で，就学前教育に対する公費支出は低い。
○　日本の高い在学率は子育て家庭の負担によって支えられている。

子どもの現状 ○学力については，知識技能を活用する力や，学習意欲・関心の低下と
ともに，学力の低位層へのシフトが課題。

○問題行動等，学校現場が抱える問題が増加。

教員数の充実 ○教員に求められる役割は増加する一方，教員を支える専門スタッフの
配置が遅れている。
○「授業の準備をする時間が足りない」「教員が行うべき仕事が多すぎる」
等と感じている教員が多い。
○精神疾患による病気の休職者が増大。
○１学級あたりの児童生徒数はOECD平均を上回っている。

教育条件の地域間格差 ○教育予算の一般財源化・国庫負担率引き下げ，地方財政の悪化によ
り，教育条件の悪化，地域間格差が生じている。

教育のICT化 ○ICT環境の整備，教員のICT活用能力の向上が課題。

施設整備 ○学校施設の老朽化への対応や学校施設の耐震化が急務。

教育の機会均等 ○義務教育段階の就学率はほぼ100％，高校進学率は約98％。
○教育機会の確保のために時代に応じた取組が必要。へき地の交通手段
や日本語指導が必要な外国人児童生徒などの学ぶ環境の確保が課題。
○高等学校等実質無償化を始めとしてその教育費は社会全体で負担する
必要。

大学の基盤的
経費の充実

○国立大学法人運営費交付金は平成16 ～ 22年度までに830億円減少。
○私立大学への助成金も減少傾向。
○日本の高等教育への公財政支出は，対GDP比で，OECD加盟国の中で
最下位。

高等教育の
機会の確保

○大学進学率は国際的に見ると低い水準。特に社会人学生。
○都道府県別の大学進学率を見ると，国際平均を大きく下回る地域もある。
○地方大学は貴重な高等教育の機会を提供。地域経済へも貢献。
○諸外国と比較して，我が国の大学院在籍者数の対人口比率は少なく，
｢高学歴社会」とは呼べない状況。

○高等教育への支出は家計負担が50％を超えており，給付型の経済的支
援を充実させる必要がある。

就職支援 ○平成22年２月１日時点の就職内定率は2000年以降で最低。また，早期
離職が問題。

医学教育 ○臨床医の数は諸外国と比べて少なく，研究医の数も減少。

施設整備 ○第２次国立大学等施設緊急整備５か年計画は約８割達成。
○依然として未改修の老朽施設が約３割存在。

おわりに
●我が国は，国際的にみて家計の教育費負担が大きくそれに比べて公財政教育支出が少ない。
●経済的格差が教育格差に影響し，格差の固定化や連鎖につながる恐れ。
●質の高い教育を実現し，教育の機会を確保するためには教育への投資が必要。

　　我が国の成長を牽引し，新たな未来を切り拓くのは国民一人一人であり，人材への投資であ
る教育に社会全体として十分な資源を振り向けて取り組むことが必要。
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第２章　現下の教育課題への対応
　　　　～教育の機会の確保と質の向上～

前章で見た家計負担の大きさや，公財政支出が低い水準にあることを踏まえ，
今後重視すべき具体的な課題について分析

【就学前教育段階】
・ 我が国は，就学前教育段階の在学率が高い（図表 1-2-1）。一方で就学前教育に対する公費支出は小
さい（図表1-2-2）。
　　→　日本の高い在学率は家計負担に支えられている

図表1-2-1 ３，４歳児の幼稚園就園及び保育所在籍率

（出典）OECD「Education at a Glance（2009）」より作成
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図表1-2-2 保育サービス及び幼稚園への公費支出（対GDP比）
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図表1-2-3 習熟度別の生徒の割合の推移（PISA（読解力）調査より）

1未満 1 2 3 4 5
0.0

5.0

10.0

15.0

20.0
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30.0

35.0

（%）

学力の低い層
が増加

学力の中位層・
高位層が減少

2000年

2006年 2003年

学力の最も高い
層に変化は無し

2000年調査では，レベル3～5の割合は７割以上

（出典）国立教育政策研究所編『生きるための知識と技能』ぎょうせい（2002，2004，2007年）より作成

図表1-2-4 学校現場が抱える問題

平成５年度 平成20年度 平成５年度 平成20年度

0.17
％

0.32
％

1.24
％

2.89
％

1.9倍
2.3倍

小学校 中学校

平成18年度 平成20年度 平成18年度 平成20年度

3,494
件

5,996
件

27,540
件

39,161
件

1.7倍
1.4倍

小学校 中学校

平成５年度 平成20年度 平成５年度 平成20年度

7,569
人

19,504
人

2,881
人

7,576
人

2.6倍 2.6倍

平成５年度 平成21年度 平成５年度 平成21年度

11,963
人

50,569
人

発達障害
（注２）

（14,893人）

296
人

3,452
人

発達障害
（注２）
（1,910人）

4.2倍 11.6倍

平成５年度 平成21年度 平成５年度 平成21年度

学校
21,290
人

学級
23,600
人

学校
35,256
人

学級
93,488
人

学校
29,201
人

学級
45,650
人

学級
41,678
人

学校
27,046
人

1.7倍 1.5倍

平成７年度 平成20年度 平成７年度 平成20年度

8.7
万人

13.1
万人

67.9
万人

130.5
万人

1.5倍 1.9倍

小学校 中学校

不登校児童生徒の割合 学校内での暴力行為の件数 日本語指導が必要な外国人児童生徒数

小学校 中学校 小学校・小学部 中学校・中学部 要保護 準要保護

通級による指導（注１）を受けている児童生徒数
（公立）

特別支援学級・特別支援学校（注）に在籍する児童生徒数
（国・公・私立計）

要保護及び準要保護（注）の児童生徒数

（注１）通常学級に在籍しながら週に１～８単位時間，特別な場
で指導を行う教育形態

（注２）通級指導を受けているLD，ADHD，自閉症の児童生徒数
で内数。なお，小中学校の発達障害のある児童生徒数は約
68万人と推計（H14年度）。

（注）平成５年度の特別支援学校は，盲・聾・養護学校に在籍す
る児童生徒数を合計した数字。

（注）要保護とは，生活保護を必要とする状態にある者をいい，
準要保護とは，生活保護を必要とする状態にある者に準ず
る程度に困窮している者をいう。

（出典）児童生徒の問題行動等の生徒指導上の諸問題に関する調査

（出典）通級による指導実施状況調査　 （出典）学校基本調査 （出典）文部科学省調べ

（出典）児童生徒の問題行動等の生徒指導上の諸問題に関する調査 （出典）日本語指導が必要な外国人児童の受入れ状況に関する調査

【初等中等教育段階】
●子どもの現状
　・ 学力は知識・技能を活用する力に課題。また，学力の中位層・高位層が減り，低い層が増加して
いる（図表1-2-3）。

　・ 不登校や学校内での暴力行為の増加，日本語指導が外国人児童生徒数や通級による指導を受けて
いる児童生徒数が増加するなど，一人ひとりに応じたきめ細やかな対応が必要（図表1-2-4）
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●教職員数の充実
　・ 教員に求められる役割は増加する一方，
教員を支える専門スタッフの配置が遅れ
ている（図表1-2-5）。

　・ 「授業の準備をする時間が足りない」「教
員が行うべき仕事が多すぎる」と感じて
いる教員は約９割，「保護者や地域住民
への対応が増えた」と感じている教員が
約８割（図表1-2-6）。

　・ 精神疾患による病気求職者は年々増加（図表1-2-7）
　・ 1 学級当たりの児童生徒数はOECD平均を上回っている（図表1-2-8）

図表1-2-5 初等中等教育学校の教職員総数に占める
教員以外の専門スタッフの割合

日本

（出典）平成20年度学校基本調査，”Digest of Education Statistics 2008”，“School Workforce in England January 2009”
　※日本は小・中学校に関するデータ

アメリカ 英国教員
57％

教員以外の
専門スタッフ
43％

教員以外の
専門スタッフ
20％

教員以外の
専門スタッフ
43％

教員
80％

教員
57％

図表1-2-6 教員の勤務実態調査結果

（出典）文部科学省委託調査研究「教員勤務実態調査（小・中学校）報告書（平成18年度）」より
　　　　作成（小学校・教諭のデータ）

62.1%

40.4%

55.7%

29.9%

39.8%

35.0%

○授業の準備をする時間が足りないと感じている

○保護者や地域住民への対応が増えたと感じている

○教員が行うべき仕事が多すぎると感じている

6.2%

1.6%

0.1%

1.4%

15.6%

2.6%

0.1%

1.5%

5.9%

0.6%

0.0%

1.4%

とても感じる わりと感じる どちらともいえない あまり感じない まったく感じない 無回答・不明

図表1-2-7 精神疾患による病気休職者数等の状況

（出典）教育職員に係る懲戒処分等の状況について
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59.5

7,017

4,178

61.1

7,655

4,675

61.9

8,069

4,995

※　年度の下のカッコは，精神疾患による休職者数の対前年比の数を示す。

20年度

63.0

8,578

5,400

病気休職者数（人）
うち精神疾患による休職者数（人）
病気休職者に占める精神疾患の割合（％）

（調査対象）　公立の小学校，中学校，高等学校，中等教育学校，特別支援学校における校長，教頭，
教諭，助教諭，養護教諭，養護助教諭，栄養教諭，講師，実習助手及び寄宿舎指導員
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●教育条件の地域間格差
　・ 一般財源化，地方財政の悪化などから，教育条件の地域間格差が生じている（図表1-2-9～ 10）

図表1-2-9 小・中学校の１学級あたり教材費

（出典）文部科学省調べ
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図表1-2-8 １学級あたり児童生徒数[国際比較]

（出典）OECD「図表で見る教育（2009年版）」表Ｄ2.1
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前期中等教育OECD平均23.４人
初等教育OECD平均21．４人

国公立学校での平均学級規模（2007年）は,初等教育28.1人,前期中等教育33.0人であり,OECD平均を上回り,もっと
も高い国の一つ。
（日本の数値が,学校基本調査に基づく数値と異なるのは,各国間比較のため特別支援学級を除いていることなどによる）

公立初等教育

公立前期中等教育
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図表1-2-12 教員のICT活用指導力

（出典）文部科学省「平成20年度学校における教育の情報化の実態等に関する調査結果」
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Ｅ：校務にICTを活用する能力
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図表1-2-10 小・中学校の１校あたり図書費

（出典）文部科学省調べ
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●教育の ICT化
　・教育の ICT環境の整備は，諸外国と比較して立ち後れている（図表1-2-11～ 12）

図表1-2-11 ICT環境の整備状況に関する国際比較

調査年月

コンピュータ
１台当たりの
児童生徒数

日本

2009.3

小学校　　　　　8.7人
中学校　　　　　6.8人
高等学校　　　　5.2人
全体　　　　　　7.2人

米国

2005秋

小学校　　　　　4.1人
中等学校　　　　3.3人
全体　　　　　　3.8人

英国

2009.6

初等学校　　　 6.25人
中等学校　　　 3.6  人

（2008.1現在）

韓国

2008.4

小学校　　　　　6.2人
中学校　　　　　6.0人
普通高校　　　　6.1人
専門高校　　　　2.1人

（出典）米国：連邦教育省資料（2006.11）Digest of Education Statistics 2008（Internet Access in U.S. Public Schools and 
　　　　　　　Classrooms：1994-2005）
　　　　英国：Harnessing Technology：Schools Survey 2008
　　　　韓国：教育人的資源部 Education in Korea 2009



22

●安心・安全な施設の整備
　・老朽化した施設の機能改善や耐震化の推進が必要（図表1-2-13～ 14）

図表1-2-13 公立小中学校施設の老朽化の状況（平成21年度）

（出典）文部科学省調べ

236
629

1,307

2,619

3,229
3,125

1,683

1,212

780
645 642

経年 50年以上 45～49年 40～44年 35～39年 30～34年 25～29年 20～24年 15～19年 10～14年 5～9年 0～4年
Ｓ34以前 Ｓ35～Ｓ39 Ｓ40～Ｓ44 Ｓ45～Ｓ49 Ｓ50～Ｓ54 Ｓ55～Ｓ59 Ｓ60～H元 H2～H6 H7～H11 H12～Ｈ16 Ｈ17～Ｈ21
1959以前 1960～1964 1965～1969 1970～1974 1975～1979 1980～1984 1985～1989 1990～1994 1995～1999 2000～2004 2005～2009

割合（％） 1.5% 3.9% 8.1% 16.3% 20.0% 19.4% 10.5% 7.5% 4.8% 4.0% 4.0%

建築年

0

500

1,000

1,500

2,000

2,500

3,000

3,500

　 保有面積
（単位：万㎡）

公立小中学校非木造建物の経年別保有面積＜全国＞
（校舎・屋体・寄宿舎の計）

建築後30年以上の面積が約５割
（49.8％）

20～29年の面積が約３割
（29.9％）

20年未満の面積が約２割
（20.3％）

老朽化の進行が見られ始める
建築後20年経過した建物が
全体の79.9％

図表1-2-14 公立小中学校施設の耐震化の状況（平成21年４月１日現在）

（出典）文部科学省調べ

耐震性あり
83,770棟（67.0%）

昭和56（1981）年以前の建物
74,796棟（59.8％）

耐震性なし＋未診断
41,206棟（33.0%）

耐震診断済
71,591棟（95.7%）

昭和57（1982）年以降の建物
　50,180棟（40.2％）

全体棟数
124,976棟

耐震性がある建物
（改修済みを含む）
33,590棟（26.9％）

耐震性がない  建物で
　未改修のもの

　38,001棟（30.4％）

耐震診断未実施建物
3,205棟（2.6％）

71,591棟（耐震診断実施棟数）95.7% =
74,796棟（昭和56年以前の建物）

※耐震性が確認されていない建物を含む。

※
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●教育の機会均等
　・ 義務教育段階の就学率は戦後一貫してほぼ 100％，高校進学率は約 98％となっているが，教育機
会の確保のために時代に応じた取組が必要。

　・教育費の負担軽減
　　・義務教育段階における就学援助
　　・高校無償化（図表1-2-15）
　・教育費の負担軽減以外の取組
　　・へき地学校に通う児童生徒への支援
　　・外国人児童生徒の増加

図表1-2-15 授業料を滞納する生徒の割合

（出典）「教育安心社会の実現に関する懇談会」報告書より

都道府県立高校において，授業料を滞納する生徒の割合は0.4％
○都道府県立高等学校・中等教育学校後期課程の授業料滞納等の状況
　（平成20年度末，平成19年度末とも出納整理後時点）

１．調査結果の概要
　　　 平成20年度末は，19年度末に比べ，生徒総数に占める授業料滞納者の割合が0.1ポイント増加。
　　◆平成20年度末
　　　・授業料滞納者数：8,245人（0.4％）
　　◆平成19年度末
　　　・授業料滞納者数：7,203人（0.3％）

私立高校において，授業料を滞納する生徒の割合は0.9％
○私立高等学校・中等教育学校後期課程の授業料滞納等の状況
　（平成２０年度末：２１年３月３１日時点，平成１９年度末：２０年３月３１日時点）

１．調査対象校数及び有効回答数
　（1）調査対象：計１，３２８校
　　高等学校１，３１６校，中等教育学校後期課程１２校　
　（2）有効回答：計１，３２３校（９９．６％）
　　高等学校１，３１３校，中等教育学校後期課程１０校　
２．調査結果の概要
　　　 平成２０年度末は，１９年度末に比べ，生徒総数に占める授業料滞納者の割合が０．１ポイント増加。
　　◆平成２０年度末
　　　・授業料滞納者数：９，０６７人（０．９％）
　　◆平成１９年度末
　　　・授業料滞納者数：８，２７６人（０．８％）
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（出典）文部科学省調べ

図表1-2-17 私立大学等における経常的経費と経常費補助金額の推移

45 46 47 48 49 50 51 52 53 54 55 56 57 58 59 60 61 62 63 元 2 3 4 5 6 7 8 9 10 11 12 13 14 15 16 17 18 19 20 21 22
（年度）

30,000

25,000

20,000

15,000

10,000

5,000

0

35,000
（億円）

50

45

40

35

30

25

20

15

10

5

0

（％）

29.5

10.9

7.2

補助割合

補助金

経常的経費

【高等教育段階】
●大学の基盤的経費の充実
　・ 大学の活動の支える基盤となる経費である国立大学法人運営費交付金や私学助成は年々減少（図
表1-2-16～ 17）

　・ 日本の高等教育への公財政支出は，対GDP比でOECD加盟国の中で最下位（図表1-2-18）。

10,000 10,500 11,000 11,500 12,000 12,500（億円）

22年度

21年度

20年度

19年度

18年度

17年度

16年度

図表1-2-16 国立大学法人運営費交付金

（出典）文部科学省調べ

▲98億円（▲0.8％）▲98億円（▲0.8％）

▲103億円（▲0.8％）▲103億円（▲0.8％）

▲171億円（▲1.4％）▲171億円（▲1.4％）

▲230億円（▲1.9％）▲230億円（▲1.9％）

▲118億円（▲1.0％）▲118億円（▲1.0％）

▲110億円（▲0.9％）▲110億円（▲0.9％）

1兆2,415億円

1兆2,317億円

1兆2,214億円

1兆2,043億円

1兆1,813億円

1兆1,695億円

1兆1,585億円
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図表1-2-18 高等教育機関に対する公財政支出の対GDP比のOECD各国比較

（出典）OECD「Education at a Glance（2009）」より作成
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●高等教育の機会確保
　・ 我が国の大学進学率は国際平均を下回っている（図表1-2-19）。（特に社会人の入学者が少ない（図

表1-2-20））
　・都道府県別の大学進学率を見ると，国際平均を大きく下回る地域もある（図表1-2-21）。
　・ 地方大学にも多くの学生が在籍しており，貴重な大学教育の機会を提供（図表 1-2-22）。また，
教育研究活動は地域産業の活性化につながっている。

　・ 大学院生の人口に占める割合は国際的に少ない（図表1-2-23～24）。学生への経済的支援に加え，
修了後の社会における活躍の場が課題。

　・ 高等教育への支出は家計負担が 50％を超えており（図表 1-2-25），給付型の経済的支援を充実さ
せる必要がある。

図表1-2-19 大学進学率の国際比較
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（出典）UNESCO Institute for Statistics “Global Education Digest 2009 Comparing Education Statistics Across the World” 
　　　　Table 7を基に作成（ISCED 5Aの値）
　　　　上記のほか，シンガポール23.8％（ポリテクを加えると65.0％），台湾87.7％となっている（いずれも各国政府の公表
　　　　数値）。
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図表1-2-20 大学型高等教育機関への25歳以上（社会人）の入学者の割合

（出典）OECD教育データベース（2007年）。ただし，日本の数値については，「学校基本調査」及び文部科学省調べによる社会人入学生数
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三大都市圏

国立 公立 私立 全体

37％
169,131人

45％
51,702人
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1,520,326人

69％
1,741,159人

63％
285,522人

55％
62,426人

22％
431,486人

31％
779,434人

その他の地域

図表1-2-22 学部学生の地域別の状況

（出典）学校基本調査（平成20年度）

※三大都市圏は，東京圏（埼玉県，千葉県，神奈川県，東京都），中京圏（岐阜県，愛知県，三重県），近畿圏（滋
賀県，京都府，大阪府，兵庫県，奈良県，和歌山県）を指す。

図表1-2-21 大学進学率（都道府県別）
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（出典）学校基本調査　※図表1-2-19とは調査年，算出方法が異なるため数値は一致しない
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図表1-2-25 （再掲）教育支出の公私比負担割合（高等教育）

（出典）OECD「Education at a Glance（2009）」より作成

公費負担割合
高等教育段階

家計負担割合

その他私費負担割合

※ドイツと平均については
　家計負担割合が不明
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34 29.736.3
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72.6 27.4

私費負担総計

人文科学 社会科学 理学 工学 農学 保健 教育・教員養成 その他
理学・工学・農学（韓国，フランスについては，理学・工学・農学の３分野をまとめた数値である。）

注）フランス及び韓国は，統計上，理学，工学，農学の区分がなされていない。

0 500 1,000 1,500 2,000 2,500 3,000

（出典）博士号取得者数については，文部科学省「教育指標の国際比較」（平成20，21年版），及
び人口については，OECD“Main Science and Technology Indicators Vol 2009/2 ”を基
に文部科学省にて作成 

図表1-2-23 主要国における人口100万人当たりの専攻分野別修士号取得者（2005年）

図表1-2-24 主要国における自然科学分野の博士号取得者の推移
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注：本データには保健分野が含まれていない。
（出典）NSF“Science and Engineering Indicators 2010” Figure 0-9を基に作成
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図表1-2-27 早期離職率

（出典）厚生労働省職業安定局集計
（注）３年目までの離職率は四捨五入の関係で，合計と一致しないことがある

14.615.015.115.315.015.215.713.912.913.814.112.210.79.49.59.910.310.711.411.1

10.911.811.811.010.811.311.6
11.39.810.411.010.6

8.87.87.68.28.89.09.49.1

9.19.79.48.98.99.29.19.38.38.59.1
8.4

7.16.66.87.48.08.68.3

12.9

12.9

25.5

35.936.635.834.735.436.5
34.332.032.533.632.0

27.9
24.323.725.026.527.629.328.4

●就職支援についての課題
　・ 平成 22 年３月に卒業予定の学生の就職内定率（22 年 2 月時点）は 2000 年以降で最低と極めて厳し
い状況（図表 1-2-26）。就職後の早期離職も問題化（３人に１人が３年以内に辞めてしまう）（図
表1-2-27）。

　・大学生の就業力育成に向けた支援が必要。

図表1-2-26 大学卒業予定者の就職内定状況調査（各年2月1日現在）

（出典）厚生労働省・文部科学省「大学等卒業予定者の就職内定状況調査」
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図表1-2-28 人口1,000人あたりの臨床医師数
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注２　加重平均とは，全医師数を全人口で割った数のこと。
注 3　一部の国では，臨床医数ではなく総医師数を用いている。

（出典）OECD Health Data 2009（平成21年）より

●臨床医についての課題
　・日本の人口当たり臨床医数は国際水準を下回り，医師の養成は喫緊の課題（図表1-2-28）。

図表1-2-29 第２次国立大学等施設緊急整備５か年計画の進捗状況

※［　］内の数字は整備目標，（　）内の数字は目標に対する整備実績の割合を示す

（出典）文部科学省調べ：平成22年度予算反映後
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●高等教育の施設整備
　・老朽施設の改修，狭隘の解消，耐震化推進が課題（図表1-2-29～ 30）。
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図表1-2-30 国立大学法人等施設の経年別保有面積
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（出典）文部科学省調べ

・国立大学法人等の施設は約2,599万㎡
・経年25年以上の老朽施設は約1,509万㎡（約58％）
　うち，未改修の老朽施設は約733万㎡（保有面積の約3割弱）
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